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１．はじめに
　2007年７月23－24日に，中国・北京において，国際シンポジウム「東アジア
共同体の共通制度を創る」（以下，北京会議）が，国際アジア共同体学会と中
国社会科学院（CASS）日本研究所によって共同開催された。東芝国際交流財
団の援助を得て，中国，韓国，日本，欧州連合（EU）から50名近くの参加を
えて，情報・知識の交換のほか，かなり率直な議論も行われた。東アジアに共
通するものは相違するものを確認することによって浮かび上がってくる局面が
あるので，国際会議の回数を重ね，参加者が経験を積むにつれて，感情的な議
論が減り，実りある議論が出てくる可能性が高まることであろう。CASS 日本
研究所によれば，近年，同研究所をはじめ中国国内では多くの国際会議，国際
シンポジウムが開催されているとのことであった⑴。それゆえ，北京でのシン
ポジウムでの関連議論を含めて，担当発表を論文としてまとめておくことに
は，標題についての考察だけではなく，中国での国際会議に日本から参加する
研究者にとっても有益であると思われる。
　北京会議においては，日本側組織者の意向を受け，また中国での大きな関心
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から，エネルギー安全保障に関連する論文が４本発表された。日本側から，池
尾が「エネルギー安全保障協力を考える」と題する発表をしたので，この内容
を本稿の第２，３，５節にほぼ収めることにする。会議では池尾の発表のあと，
中国側から，胡秀蓮（中国国家発展改革委員会エネルギー研究所研究員）の「中
国のエネルギー安全問題」と，李長久（新華通信社高級研究員）の「中国のエ
ネルギー戦略と中日協力」の発表が続いた。いずれも，最広義の東アジアの枠
を超えたグローバルな視点からエネルギー問題を論じた内容であり，エネル
ギー資源の供給先の確保の面ではロシアとの協力に期待が寄せられた。エネル
ギー安全保障は東アジアの中では議論しきれるものではなく，また中国には当
初よりその意思がないことは日本側参加者にも明確に伝わったことであろ
う⑵。省エネルギー・エネルギー効率向上のために東アジアで協力可能なこと
がある一方で，エネルギー資源供給先の確保は東アジア以外の地域にも頼らざ
るをえないという共通認識も専門家の間では存在するはずである（池尾 2005 
他）。さらに，張季風（中国社会科学院日本研究所経済研究室主任）の発表「中
国企業の走出去戦略」は，中国側からみたエネルギー安全保障にからんでいた
ばかりではなく，日本側から異論を唱えるべき論点も含んでいたので，第４節
でとりあげる。第５節では，マクロレベルでのエネルギー効率改善につながる
提案を入れてまとめることにする。
２．省エネルギー協力の経過（2006年４月～2007年９月）
　北京会議の日本側組織者はエネルギー安全保障協力のシナリオを描きたかっ
たのであるが，それは時期尚早である。否，中国側には，そうしたシナリオを
描く意思はないことが明確に示されたといってよい。もちろん，その現実を直
視しても，省エネルギ （ー省エネ）・エネルギー効率改善をめざす協力を通じて，
エネルギー安全保障協力を考えることはできる。胡秀蓮も発表の中で，省エネ
協力，中国での省エネの重要性を強調した池尾報告に支持のエールをおくっ
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た。ただ，エネルギー安全保障問題に取り組むこと，あるいは省エネ協力の推
進に取り組むことに絞っても，その主体は政府である。中国側ではその認識は
揺るぎなく明確である。そして，日本側研究者のあいだで，政府の行動や意思
決定から離れて，エネルギー安全保障協力を議論することができない，という
認識が，北京会議（および，その後の東アジア共同体形成をめぐる議論）を通
じて，ようやく広がりつつある。
　それでも，北京会議でのように，2006年からの省エネ協力の急速な進展を振
り返って，今後の協力の方向性を研究者として整理し模索することはできるで
あろう。
　2006年４月７日に，日中省エネルギーサービス（ESCO）シンポジウムが北
京で開催された。主催は，日本の新エネルギー・産業技術総合開発機構
（NEDO）と中国国家発展改革委員会環境資源総合利用司で，実施機関は，日
本総合研究所，中国省エネ協会省エネサービス産業委員会（EMCA）であった。
　2006年から実行に移されている中国の「第11次５ヵ年計画」では，「資源節
約型社会の構築」と「環境友好型社会の構築」が最重要政策に掲げられ，GDP
１単位あたりのエネルギー消費量を今後5 年間で20％削減することが目標とさ
れるなど，省エネへの取り組みが，重要なものとして位置づけられている。そ
して，省エネルギーサービス（ESCO）事業の普及・省エネルギー努力の浸透
のためには，中国の自助努力だけではなく，国際協力が不可欠であると認識さ
れている。ESCO分野における日中両国の政府と民間事業者による取組に関す
る情報交換が行なわれ，日中協力の将来の方向性について議論がなされた（梁 
2006）。
　2006年10月８日には，安倍晋三首相が北京を訪れ，５年ぶりに日中首脳会談
が開催された。首脳会談では，「戦略的互恵関係を構築すること」で一致し，
互恵協力については，エネルギー，環境保護，金融，情報通信技術，知的財産
保護などに重点をおくことが合意された。翌９日には，ソウルで日韓首脳会談
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も行われた。
　2006年12月には，中国の提唱で，第１回５カ国エネルギー閣僚会合が開催さ
れ，世界のエネルギー需要の約半分を占める米中日印韓のエネルギー大臣が一
堂に会し，「５カ国エネルギー大臣会合共同声明」が発表された。エネルギー
安全保障の観点から，省エネの推進，戦略備蓄等緊急事態時対応の強化，エネ
ルギー源多様化，エネルギー産出国の投資環境整備，市場原理に基く価格設定
の重要性が強調された。本会合の定期化でも一致した。中国がイニシアチブを
とって会合を開いたことにより，中国としても危機感が強いことが注目され
た。
　2007年１月には，フィリピンのセブ島で第２回東アジアサミットが開催さ
れ，バイオ燃料の利用促進や省エネでの協力強化をうたった「東アジアのエネ
ルギー安全保障に関するセブ宣言」に16カ国の首脳が署名した。会議で日本の
安倍首相は，世界最高水準にある日本の省エネ技術の普及を通じ，人材，技師，
技術者育成を意識した「エネルギー協力イニシアチブ」を表明した。具体的に
は，①省エネ計画策定促進などのために1000人，再生可能な燃料「バイオマス」
分野の技術開発のために500人を日本で育成する，②日本の省エネ技術専門家
500人を各国に派遣する，③発電・送電設備の整備や省エネ対策に20億ドルの
政府開発援助（ODA）を実施する──などを盛り込んだ。人材育成の重要性
が認識されるようになったことは注目に値する。
　2007年４月には，東京で日中首脳会談が行われ，会談後に，甘利経済産業大
臣と馬凱国家発展改革委員会主任が「日中間のエネルギー分野における協力強
化に関する共同声明」に署名した。並行して第１回日中エネルギー閣僚政策対
話および日中エネルギー協力セミナーが開催され，「日本国経済産業省と中華
人民共和国国家発展改革委員会との間の『日中省エネルギー・環境ビジネス推
進モデルプロジェクト』の実施に関する覚書」が交わされた。
　同共同声明は，日中のエネルギー分野における協力が，両国関係の発展に重
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要な役割を果たし，各般の協力の推進が，両国のみならず東アジアひいては世
界のエネルギー安全保障に貢献するとの認識を共有することを次の諸点で確認
した。
⑴　省エネルギー
　「日中省エネルギー・環境ビジネス推進モデルプロジェクト」の基本的な枠
組に合意し，具体的なプロジェクトを推進する。中国における省エネ制度の構
築と執行能力強化のため，政府・関係機関を対象に，３年間で300人規模の省
エネ政策研修を実施する。第２回省エネ・環境総合フォーラムを2007年９月に
北京で開催する⑶。日中の研究機関による省エネ政策の共同研究を実施し，そ
の成果を踏まえて両大臣に政策提言を行う。
⑵　石炭
　中国は日本による炭鉱技術や安全生産等における支援を積極的に評価する。
炭鉱の安全性，石炭のクリーン利用技術等の分野での協力し，二国間の石炭貿
易の安定に向け努力する。
⑶　原子力
　アジアひいては世界における原子力発電の拡大は，エネルギー需給逼迫の緩
和と地球温暖化防止に貢献する。原子力発電の建設と安全な運転にかかわる協
力を継続する。
⑷　新エネルギー・再生可能エネルギー
　太陽光発電システム等の実証プロジェクトの共同実施等の分野での協力を実
施する。
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⑸　多国間枠組における協力
　１月の「セブ宣言」に基づき，アジア地域における省エネとエネルギー効率
改善に向けて協力する。中国は日本が第２回５カ国エネルギー大臣会合を主催
する意向があることを歓迎し，双方はその成功に向けて協力する。日本は中国
が国際エネルギー機関（IEA）と石油備蓄等の分野で協力していくことを積極
的に支持する。
⑹　ビジネス環境整備等
　市場の透明性，知的財産の保護等に努力し，両国の企業間のエネルギー分野
での互恵協力のための環境を整備する。日本の経済産業省と中国の国家発展改
革委員会との間の「日中省エネルギー・環境ビジネス推進モデルプロジェクト」
について，甘利経済産業大臣と馬凱国家発展改革委員会主任は次の見解で一致
した。省エネ・環境分野の互恵的な協力関係を拡大するため，ビジネスベース
で日本の省エネ・環境分野の技術及び管理の普及を図ることが重要であり，こ
のため「プロジェクト」を実施する。「プロジェクト」は，日中両国企業が参
画し，普及のモデルとなるような，省エネ診断，フィージビリティ調査，設備
導入等よりなる。本プロジェクトを円滑に実施するため，知的財産を保護し，
省エネ・環境分野の市場環境の改善に努める。経済産業省と国家発展改革委員
会で構成される「日中省エネルギー・環境ビジネス推進モデルプロジェクト推
進委員会」を設置し，両政府の関係部局が参加する。「モデルプロジェクト推
進委員会」は，プロジェクトの形成支援，プロジェクトの指定等を行うととも
に，問題発生の防止やその迅速な解決を図る。
　2007年４月の共同声明では，石油備蓄の分野が中心になるとはいえ中国が
IEAというグローバル機関と協力していくこと，省エネ・環境ビジネスを推
進するためのモデルを構築して普及させること，省エネの実現に向けて人材
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（技師，技術者）の育成が必要なことなど，より具体的な協力の道筋をつける
ために必要な方向性が共通認識として確認され，文章化されて盛り込まれたこ
とが注目される。
３．日本の省エネルギー努力
　北京会議では，2007年５月に発表された『エネルギー白書』（2007年版）から，
日本の省エネ努力の歴史をたどり，産業分野における省エネの徹底策を紹介し
た。その際，トップランナー方式の重要さについて，日本側参加者，韓国側参
加者，中国側参加者の一部から，支持を受けた。『エネルギー白書』とその概
要を参考にすると，日本の省エネルギー年表は表１のようになる。
　日本では，1979年に省エネ法を制定することにより，産業分野における省エ
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表１　日本の省エネルギー年表
1979年　エネルギー使用の合理化に関する法律（省エネ法）制定。
1980年　新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）を設立。
1993年　省エネに関する基本方針の策定や，エネルギー管理指定工場に係る定期報
告の義務付け等を追加。
1998年　自動車の燃費基準や電気機器等の省エネ基準へのトップランナー方式の導
入，大規模エネルギー消費工場への中長期の省エネ計画の作成・提出の義務
付け，エネルギー管理員の選任等による中規模工場の対策などを追加。
2002年　大規模オフィスビル等への大規模工場に準ずるエネルギー管理の義務付
け，2,000㎡以上の非住宅建築物への省エネ措置の届出の義務付け。トップ
ランナー制度対象機器に，ストーブ，ガス調理機器，ガス・石油温水機器，
自動販売機など７品目追加。
2005年　工場・事業場における熱と電気の一体管理の推進，大規模な輸送事業者及
び荷主に対する定期報告及び計画の作成・提出の義務付け，建築物における
省エネ措置の届出の義務の対象拡大。トップランナー制度に，家庭電気器具
など３機器を追加。
出典：資源エネルギー庁（2007）『エネルギー白書』（要旨を含む）
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ネを徹底することが狙われた。まずは，工場におけるエネルギー管理等により，
産業部門の省エネが進展した。省エネ技術の開発と新設備導入が支援され，特
に，官民により熱の効率的利用技術を開発・実用化，産業部門の省エネ全体に
大きく寄与した。高性能工業炉の例では，切り替えバルブにより燃焼ガスの送
り込みと，燃焼後の廃棄ガスの排出を数十秒で切り替えることにより排気ガス
の熱の有効利用により，30％以上の省エネを実現した。こうした高性能工業炉
は，金属工業，機械，窯業，食品加工など幅広い産業に普及し，年間33.5万kl（原
油換算）の省エネ効果をあげた。
　その後，温暖化対策に対応して法改正を行い，民生部門や運輸部門の省エネ
対策を強化した。改善例は次のとおりである。
　・エアコンディショナー　改善率67.8％（97冷凍年度→04冷凍年度）
　・テレビジョン受信機　改善率25.7％（97年度→03年度）
　・ガソリン自動車　改善率22.8％（95年度→05年度）
　なお，冷凍年度とは，前年度の10月１日から当該年度９月30日までをさす。
　本節の残りでは，中国での省エネ努力に参考になると思われる方策を取り上
げて，説明を加えておく。
新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
　1980年には，石油代替エネルギー技術の開発のために，新エネルギー・産業
技術総合開発機構（NEDO，New Energy and Industrial Technology Develop-
ment Organization）の前身が設立された。NEDOの使命はその後徐々に拡大
され，現在では，NEDOは，日本の産業技術とエネルギー・環境技術の研究
開発及びその普及を推進する日本最大規模の中核的な研究開発実施機関と位置
付けられている。とくに，新エネルギー及び省エネルギー技術の開発と，実証
試験，導入助成等の導入普及業務を積極的に展開することにより，新エネル
ギーの利用拡大とさらなる省エネルギーを実現することが期待されている。さ
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らに，国内事業で得られた知見を基に，海外における技術の実証等を推進する
ことにより，エネルギーの安定供給と地球環境問題の解決に貢献することが期
待されている。そして，NEDOは，研究開発マネジメントのプロフェッショ
ナルな組織集団として，PDS（Plan-Do-See，計画－実行－事後評価）サイク
ルを意識して事業に取り組んでいる⑷。
トップランナー方式
　トップランナー方式とは，自動車の燃費基準や電気製品等の省エネ基準を，
それぞれの機器において現在商品化されている製品のうち最も優れている機器
の性能以上にするという考え方である。家庭電気製品の場合をみると，買い替
えのタイミングでトップランナー方式プログラムの効果が顕在化し，その省エ
ネ効果は時間をかけて続いていく。日本では既述のとおり，普及率の高い電気
冷蔵庫，エアコンディショナー，テレビ受信機などで高い省エネ効果を実現さ
せた。
　北京会議において日本側フロアから指摘されたように，最高のエネルギー効
率を新製品に付与するのでなければ，経済全体のエネルギー効率の大幅な改善
は見込めないのである。省エネをめざす会議などでは，中国でもトップラン
ナー方式が採用されるまで，粘り強く説得してことが望まれる。後述するよう
に，中国企業がエネルギー効率性に対する意識の低い途上国やアメリカを中心
に家庭電気製品の輸出を急激に伸ばしているので，高いエネルギー効率の製品
への製造切り替えが急務であるといえる。
　また，2007年６月11日に行われたアジア太平洋経済協力会議（APEC）のエ
ネルギー需給見通しについてのセミナーにおいても，兼清賢介（日本エネル
ギー経済研究所常務理事）によって，日本におけるトップランナー方式の採用
の成果（が顕れるのに時間がかかること）とその重要性が強調されている。
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エネルギー高価格
　エネルギー資源の少ない韓国や日本では，エネルギー価格は高めに設定され
てきており，省エネルギーの努力を促してきたといえる。このことは，2007年
１月の『日中対話：日中関係とエネルギー・環境問題』（グローバル・フォー
ラムなど）で強調され，７月の北京会議でも指摘された。中国では，３月５－
16日に第10期全国人民代表大会第５回会議が開催された折，エネルギー価格を
国際水準並みに引上げ調整することが国家発展改革委員会によって発表され，
価格は徐々に切り上げられている。それゆえ，省エネ実現に向けて市場メカニ
ズムが有効に作用するための改革が進んでいるといえる。
４．中国企業の『走出去』戦略
　2007年７月の北京会議では，企業のグローバル戦略に関する発表・議論を通
じて，制度の相違が感じられる場面があった。冒頭で述べたように，張季風の
論文発表「中国企業の『走出去』戦略」に論争を呼ぶものが含まれていたので，
紹介しつつ論評を加えておく。張（2007）によれば，『走出去』は，「外に出か
ける」，つまり「企業を海外に行かせる」という意味で，『走出去』とは（中国
政府による）企業のグローバル経営，海外投資の奨励をさす。『走出去』戦略
は中国政府によって1999年に提起され，2000年以降は国家戦略として推進され
てきた。さらに，「中国政府は，以前から企業のグローバル化あるいは大企業
を育成するという政策を進めており，端的にいえばFortune 500に取り上げら
れるような大企業の育成を目指している」と説明された。
　『走出去』には広義の意味もあるが，今回の議論の焦点にあるのは狭義のも
ので，主に中国企業の海外直接投資をさす。中国政府が狭義の『走出去』戦略
をとる狙いは３つにまとめられた。第１は，諸外国との経済・外交関係の強化
である。第２は，経済摩擦，とくに貿易摩擦を回避し，人民元の切上げ圧力を
緩和することである。第３は，資源，とくに石油，金属資源の獲得と確保であ
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る。ただ，第２点の背景には，1985年のプラザ合意に対する中国流理解がある
ようで，日本は（政府介入をともなう）変動相場制（フロート制）をとってい
たことにはふれられずに，「中国は日本の失敗を繰り返さない（ように，米ド
ルへの釘付け制度と現在の水準をできる限り維持する）」と表現されることも
ある。これだけに絞っても，通貨や国際金融の歴史に対して共通認識の醸成が
必要であるように思われる。
　中国企業の資源獲得をめぐる『走出去』については，日本でも，横井陽一・
竹原美佳・寺崎友芳の『躍動する中国石油石化』（2007）など詳細な研究書が
出版されている。第１部「拡大する石油・天然ガス産業の現状と石油政策」で
は，中国石油産業を担う３社，つまり中国石油天然気集団公司（CNPC），中
国石油化工集団公司（SINOPEC），中国海洋石油総公司（CNOOC）が注目さ
れた。各社では上場子会社（親会社の持ち株会社）が油田や製油所資産を保有
して操業する一方で，親会社各社はエンジニアリングサービスを提供してい
る。各子会社の『走出去』をみると，CNPCでは中国石油天然気股份有限公司
（PetroChina，1999年11月設立，2000年４月にニューヨーク，香港で新株公開），
SINOPEC では中国石油化工股份有限公司（Sinopec Corp., 2000年２月設立，
2000年10月にニューヨーク，ロンドン，香港で新株公開），CNOOCでは中国
海洋石油有限公司（CNOOC Ltd., 1999年10月設立，2001年２月にニューヨー
ク，ロンドン，香港で新株公開）である。これらは競争力のある（国有）企業
を育成するためのパイロットケースと位置づけられ，CNPCでは上場の際ゴー
ルドマンサックス，JP モルガンから助言を受け，CNOOC Ltd. では H. キッシ
ンジャー元米国国務長官を顧問にしており，３社とも取締役会は英語で行って
いる。そして，中国石油石化企業は，低硫黄分のアフリカ原油以外は，権益原
油を中国以外でも高く売れるところで売って国際展開している。
　張（2007）によれば，中国企業の『走出去』（対外投資）の現状は，先進国
と途上国で異なっている。先進国への投資は，物流サポート，販売・マーケティ
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ング，研究開発，地域本部の設置などを目的とし，M&A（企業合併・買収）
を手段として用いることが多い。途上国の場合は，生産拠点への投資が多く，
また新規投資（グリーンフィールド）を手段とすることが多い。2005年末時点
では，主要投資先はアジア・中南米となっているが，アフリカも投資先として
注目されてきた。業種としては資源開発とエネルギー開発が目立つものの，中
国の家電大手企業５社が表２のようにグローバル展開していて，中国が，発展
途上国ではなく，中進国のポジションにあることが確認される。
　張（2007）は，中国企業が対外直接投資に関してもつ優位性を２つにまとめ
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表２　中国家電大手５社のグローバル展開
（海外における自社ブランドの生産・販売拠点）
企業 主要製品 海外生産拠点 海外販売拠点
海爾
（Haier）
エアコン，冷
蔵庫，洗濯機，
テレビ，携帯
電話，PC
ヨルダン，シリア，イラン，
アルジェリア，チュニジア，
ナイジェリア，バングラデ
シュ，パキスタン，インドネ
シア，タイ，マレーシア，米
国，イタリアなど30ヶ所
インドネシア，フィリピ
ン，マレーシア，中東，
豪州，日本，米国，オラ
ンダ，カナダ，香港など
海信
（Hisense）
エアコン，冷
蔵庫，テレビ，
携帯電話，PC
南アフリカ，ハンガリー
米国，イタリア，ブラジ
ル，豪州，香港，日本，
インドネシア，ロシア
TCL
エアコン，テ
レビ，携帯電
話，PC
ベトナム（自社，現地向け）
メキシコ（買収，米国向け）
ポーランド（買収，EU向け）
タイ，ベトナム，香港，
インドネシア，シンガ
ポール，フィリピン，イ
ンド，マレーシア，メキ
シコ，ロシア，豪州
康佳
（Konka）
テレビ，冷蔵
庫，携帯電話
インドネシア，メキシコ
豪州，米国，香港，イン
ドネシア，日本
上広電
（SVA）
テレビ，液晶
パネル
パキスタン，南アフリカ，ブ
ルガリア
米国，香港，ブラジル，
アルゼンチン，豪州
出典：張（2007）の「表１家電大手５社のグローバル展開」（中国での各種報道によるまとめ）
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た。第１は，政府の奨励とサポートであり，第２は，技術面よりも，大規模生
産と低コストによる高い企業競争力である。中国企業は，後発組であり，また
自主技術がほとんどないという背景があるので，海外投資を通じて，技術や市
場の面においての競争優位を獲得して維持することが重要である，と考えられ
ている。張も指摘するように，第１点は諸外国の多国籍企業と大きく異なる点
であり，張はふれなかったが，諸外国から警戒される主原因である。第２点か
らは，優れた技術を海外で獲得して，本国に持ち帰り，豊富な労働力と結びつ
けたいとの政府と企業の一体化した想いが透けて見える。対日投資について
も，三九集団の日本東亜製薬の買収，上海電機の秋山印刷機会社の買収，広東
美的集団の三洋電機買収など具体例が紹介された。それらは技術や経営マネジ
メント・ノウハウの獲得を目的とするといってよい。
　張（2007）は中国の対外投資の問題は５点にわたってまとめた。発表の際の
スライドとは多少の相違はあるが，かなり率直なものが多くて興味深いもの
で，注目に値するといえる。
　第１点は，中国では外貨管理や為替規制など制度上の制約が多いことであ
る。北京会議ではフロアから，中国への海外直接投資も大きく規制されている
ことが指摘された。
　第２点は，インセンティブ（誘引）構造を欠く企業制度と企業行動について
で，「中国の国有企業では，一般的に責任・権限・所得の関係が不明確で，成
功しても何もなく，失敗しても責任は取らないという傾向がある」とされた。
　第３点は，中国企業の経験不足と準備不足に起因するもので，「海外に工場
や販売拠点を作ると駐在員を常駐させなければならないが，中国の会社はその
場合の人材をほとんど抱えていない」ことである。
　第４点としては，中国企業が買収する企業は，累積赤字をかかえ経営建て直
しが困難な企業が多いことがあげられた。
　第５点は，中国（国有）企業が海外の企業を買収しようとすると，政治的な
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介入により阻止される事例が発生していることであり，中国海洋石油総公司
（CNOOC）がアメリカの石油会社ユノカルの買収を断念した例があげられた。
　第２点は，呉敬璉（中国国務院経済開発研究センター教授）の『現代中国の
経済改革』（2007）の第４章「企業改革」での指摘と通ずるものである。呉は
同章で，彼の元学生・研究パートナーたちの協力をえて，1937年以降に西側で
彫琢された企業行動に関する諸理論── R.H. コースの「取引費用」の理論，
情報の経済学，（不完全）契約理論，ゲーム理論──の成果を取り入れ，中国
の企業改革を分析した。そして呉は，「企業は一種の制度的配置として，実質上，
企業に投入される各生産要素の所有者のあいだの一組の契約関係の連結点
（nexus）である」との視点に立ち，コーポレート・ガバナンス（企業統治）
の問題を，「エージェンシー問題」──代理人と委託者との間の潜在的利害の
衝突──ととらえて，逆選択（ここでは株主による経営者の選択ミス）とモラ
ル・ハザード（ここでは経営者の道徳的陥穽）の存在により，経営者が会社の
資源を利用して自己利益を追求する可能性があると説いた。そして，中国での
企業改革の過程では，腐敗を防ぐインセティブ（誘因）両立性が欠けたり，イ
ンサイダー多数の取締役会が新設されたりする問題があったと分析しているの
である。
　さらに，第２と第３の諸点が，他国の人々にとって中国企業の行動を予測す
ることが困難な原因になっているように思われる。また，ユノカルの買収は，
資源確保というよりも，経営マネジメントのノウハウを獲得するために企図さ
れたとはいえそうである。
　張（2007）では，「海外直接投資が増え，海外での生産や販売が拡大すると，
……貿易摩擦はある程度緩和され，解決の一助になると思う」と展望された。
しかし，エネルギー資源の獲得に奔走し，内外でエネルギー効率の低い機械を
使ってエネルギー効率の低い製品を造って販売・輸出を続けるのであれば，エ
ネルギー価格は高騰して，エネルギー安全保障の確保はより困難になるであろ
196
73東アジアでのエネルギー安全保障協力を考える
う。それを回避するためには，エネルギー効率の低い製品を市場から駆逐しな
くてはならないのである。そして，トップランナー方式のように一見大胆に見
える方策を取ったとしても，既述のように，省エネ製品の普及には時間がかか
ることは十分に認識されるべきなのである。
５．技術協力と経済成長
　近年，海外援助と経済成長の関係を研究する分野で目覚しい成果が上がって
おり，技術協力の技術伝播効果についても計量分析が試みられている。それ以
前から，経済成長理論においては，技術進歩は長期成長にとって核となる因子
であるとみなされてきた。
　澤田康幸，松田絢子，木村秀美は，論考「国際技術移転における技術協力援
助の役割」（2007）において，技術移転，海外直接投資，対外開放度が技術移
転に資する効果について，経済協力開発機構（OECD）のデータを用いた実証
研究を行った。その結果，３因子はすべて国際的な技術移転に貢献することを
見出した。そして，３つの経路の中では対外開放度の貢献がもっとも高く，技
術協力がそれに続いた。
　また澤田たちは，技術が顔の見える交流によってのみ移転されうること，つ
まり成文化されない暗黙の知識（tacit knowledge）を含むことを強調した。
暗黙の知識の伝授を含む技術移転は，専門家による技術移転と，人と人との相
互交流によって促進されるのである。設計図を見ただけ，工場が建てられ機械
が設置されただけでは，工場は稼動を続けないのである。機械は調整したり，
故障したときには修理したりする必要がある。
　振り返れば，日本では1930年代から40年代初頭にかけて，技術論研究が活発
に繰り広げられ，三木清が『技術哲学』（1942）で，当時に注目された諸議論
を平易に語って注目された。赤松要と小島清が『世界経済と技術』（1943）の
第２章「技術の論理」でまとめたように，技術は科学の申し子であると同時に，
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「技術の進歩は経済的，社会的動向の圧力によるものであり，これは科学的精
神の自覚を促して新なる技術を創造し，あるいはその改良を招来するものであ
る」。現在では，全産業分野にかかわる省エネ技術，環境対策技術の利用や開
発はその典型例であるといえ，「技術陣」あるいは「技術チーム」がその鍵を
握り，彼らが機能しなくては真の内的発展はありえないのである。中国では，
民生技術とくに省エネ技術の開発や利用にも，資源獲得並みの人材と資金を注
いで，中国社会（ひいては地球社会）に貢献することを考える必要があるとい
える。
　最後にいえば，中国でエネルギー効率の改善が進まない状況をみると，トッ
プランナー方式を採用しなければ，2006年からの５年間で GDP原単位あたり
エネルギー効率を20％向上させるという計画目標も達成できないように思われ
る。繰り返しをふくむが，中国が一次産品を輸入する先の国々に向けて，中国
企業の工業製品を輸出することは，世界の経済成長に結びついていくことであ
ろうが，エネルギー効率の低い製品が世界に普及するのであれば，それは世界
のエネルギー需給を逼迫させることにつながっていく。中国の研究者・政策担
当者にもトップランナー方式の重要性が広く理解され，実行に移されることを
期待したい。
注　　本稿は，文部科学省科学研究費基盤研究C「20世紀以降の国際経済学の展開」（課題番号
18530151）に基づく研究の一部である。
⑴　中国政府や CASS の研究者たちは国外の国際会議にもよく参加していて，中国として，国際
派エリートを確実に育てているようにみえる。
⑵　中国では，エネルギー安全保障をめぐる地域協力の枠組みとしては，まだ存在しない「東アジ
ア共同体」よりも，2001年に組織された上海協力機構（SCO，Shanghai Cooperation Organiza-
tion）の方に期待がよせられているようである。現在の SCO加盟国は，中国，ロシア，ウズベ
キスタン，カザフスタン，キルギス，タジキスタンの６ヶ国である。しかし，中国の旺盛なエネ
ルギー需要を将来的にまかなうにはこれでは不十分である。中国は国有企業が中心となって，硫
黄分の少ない原油を産出するアフリカへの積極的な投資を行う一方で，硫黄分の高い中東原油の
輸入を増やせるように，それに対応した石油石化施設を中東企業などと協力して国内に建設を進
めているところである（横井・竹原・寺崎 2007）。
⑶　2007年９月27日（木）から北京で「第２回日中省エネルギー・環境総合フォーラム」が開催さ
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れ，日中間で省エネルギー・環境に関する10件の協力について合意されたので，記しておく。（経
済産業省ホームページ http://www.meti.go.jp/press/20070927002/20070927002.html）
１．日中省エネルギー・環境ビジネス推進モデルプロジェクトの協力合意
①　石炭火力発電所の省エネ・環境診断及び技術改善事業
　日本側：財団法人石炭エネルギーセンター，国際協力銀行
　中国側：中国電力企業連合会
②　紡織工場の省エネ改善プロジェクト
　日本側：九州電力株式会社
　中国側：五環（集団）實業有限責任公司，緑章（北京）新能源技術有限公司
③　下水汚泥，都市ごみ，未利用バイオマスのエネルギー化事業及び有効利用
　日本側：日揮株式会社
　中国側：中国環境保護公司，蕪湖市人民政府
④　雲南省鉄鋼，化学工業業界の電機システムの省エネ，余熱余圧利用のモデルプロジェクト
　日本側：株式会社日立製作所，日立（中国）有限公司
　中国側：国家発展改革委員会中小企業対外合作協調中心，雲南省政府省エネルギー弁公室
⑤　省エネ環境ビジネス向け設備ネットワークの研究開発とその応用事例トライアル
　日本側：松下電工株式会社
　中国側：中国建築設計研究院
２．その他の協力合意
①　日本化学工業会と中国石油・化学工業協会との協力の推進
　日本側：社団法人日本化学工業協会
　中国側：中国石油・化学工業協会
②　日中間の循環型都市に関する協力の推進
　日本側：北九州市
　中国側：青島市
③　排熱発電に係る設備の製造を行う合弁企業の設立
　日本側：カワサキプラントシステムズ株式会社
　中国側：安徽海螺創業投資有限責任公司
④　省エネ推進・環境改善のための金融スキーム
　日本側：国際協力銀行，株式会社みずほコーポレート銀行，
　　　　　みずほコーポレート銀行（中国）有限公司
　中国側：中国輸出入銀行
⑤　日本のESCO推進協議会と中国ESCO協会との協力合意
　日本側：ESCO推進協議会
　中国側：中国節能協会節能服務産業委員会主任委員会
⑷　北京会議では，日本側参加者から非公式に，NEDOの役割に疑義が出された。しかしながら，
NEDOの設立経緯や使命からいって，日中の省エネ協力，技術開発協力において役割を果すこ
とが期待されるべきである。技術移転を促進するような組織は東南アジア諸国連合（ASEAN）
などでも地道に展開されてきているので，既存の仕組みやそのこれまでの成果に関する情報を集
めて，協力を推進していくことも必要なように思われる。NEDOについては，ウェブサイトに
掲載されていない情報も提供していただいているが，聴き取り調査を実現するには至っていない
ことは記しておく。
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